
1 

ファイナンス・テクノロジーの発展に直面する中小企業政策

中小企業の研究開発およびイノベーションの促進 

主執筆者 

岡室博之（一橋大学） 

西村淳一（学習院大学） 

Massimo Colombo（Politecnico di Milano） 

Erik Stam（Utrecht University School of Economics） 

2019 年 3 月 14 日提出 

2019 年 3 月 27 日改訂 

要旨 

 中小企業は、規模の小ささゆえに、資本、人材、知識などの内部資源の制約を抱えている。
また、市場の失敗により外部資源へのアクセスも限られている。こうして、規模の大きな企
業に比べて、中小企業は研究開発およびイノベーションにおいて不利な立場にある。これら
のギャップを克服するため、金融支援、ネットワーキング支援、知的財産権支援のプログラ
ムなど様々な公共政策が実施されてきた。本政策提言書では、エビデンスに基づきこれらの
政策の有効性を論じ、ネットワーキングおよび知的財産権支援プログラムに特別な注意を
払いつつ、中小企業による研究開発およびイノベーションに向けた、よりよい政策枠組みを
提案する。

課題 

研究開発およびイノベーションに関する中小企業の制約 

イノベーションは経済成長の大きな原動力である。中小企業は企業の大半を占める存在
であり、イノベーションに大きく貢献することが期待されている。しかし、中小企業による
研究開発活動への貢献は限定的である（Terziovski 2010）。日本における「第 4 回全国イノベ 
ーション調査」によれば、2012～2014 年に製品イノベーションを実現した割合は、大企業
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の 27％に対して、中小企業（従業員数 250 人以下）は 11％に過ぎなかった（NISTEP 2016）。
世界的に、中小企業による研究開発・イノベーションの水準が相対的に低いことには、いく
つかの理由を指摘できる 1。研究開発およびイノベーションに関心を持たない中小企業が多
い可能性もあるが、研究開発およびイノベーション活動に際して資源面で中小企業が抱え
る深刻な制約も観察されている 2。 

 

1. 内部経営資源の制約 

 

 中小企業は規模が小さいため、資本（資金調達）、人材、先進的な知識など内部資源の深
刻な制約に直面している。中小企業では、流動性の制約に加え、研究開発およびイノベーシ
ョンに不可欠な外部知識吸収のための十分な知識や人材が不足している場合も多い。大企
業に比べ、中小企業では知的財産権保護を含めたイノベーションのための補完的資産も不
足している（Cockburn and Henderson 2001; Hall and Ziedonis 2001; Ceccagnoli et al. 2010）。 

 

2. 外部資源へのアクセス能力の制約 

 

 従って、中小企業は研究開発活動の実施に向けて、外部資源に頼らなければならない。外
部資金を求め、他組織との協働により先進的知識を獲得しなければならない。中小企業の研
究開発活動にとって、不確実性が高く情報の非対称性があるために、資金制約は深刻である
(Hall and Lerner 2010; Hottenrott and Peters 2012; Mancusi and Vezzulli 2014)。近年の研究は、組
織間の連携を通じたオープン・イノベーションの重要性を示唆しているが（O'Sullivan et al. 

2013; Warwick and Nolan 2014）、それは情報の非対称性と高い探索・取引コストのために、
中小企業には困難かもしれない 3。 

 

3. 知的財産権の保護・活用の困難 

 

 革新的な中小企業にとってさえ、イノベーションの利益の確保は困難な場合が多い。特許

                                                      
1 2014 年の Community Innovation Survey（Eurostat）の結果によれば、日本と同様のトレンドは
欧州諸国でも観察されている。 
2 2014 年の第 4 回全国イノベーション調査（NISTEP 2016:p.101）によれば、中小企業はイノベ
ーションを阻む主な要因として、内部資金の不足（37％）、外部資金獲得の難しさ（25％）、パ
ートナーを見つけることの難しさ（39％）、高技能労働者の不足（61％）を挙げている。 
3 OECD（2017）によれば、イノベーションを進める中小企業（従業員数 250 人以下）のう
ち、大学または研究機関との協働によりイノベーションを実現するのは平均わずか 13％である
のに対し、大企業では 31％である（p.134）。さらに各国とも、中小企業は大企業に比べ、ビジ
ネスパートナーとの協働を行う可能性が低い（p.135）。 
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ポートフォリオの構築が難しく、競争優位を守るのに利用できる補完的資産（知的財産権管
理を含む）がないためである。Lanjouw and Schankerman（2004）は、小企業が特許訴訟の対
象になりやすいことを示している。補完的資産が不足しているため中小企業が研究開発投
資から得られる限界収入は減少し、中小企業の研究開発投資に対するインセンティブを低
下させている。また、受容能力の不足と高い探索コストは、中小企業が独自のイノベーショ
ンと競争優位のために外部の知的財産を活用することを妨げている。 

 

提言 

 

＊研究開発およびイノベーションの公的支援の対象は？ 

 

 研究開発投資の社会的収益は、研究開発が持つ正の外部性により、発明者に対する私的収
益よりも大きくなるのが通常である（Hall et al. 2010）。従って、研究開発の実際の水準と望
ましい水準のギャップを埋めるための政策介入は正当化され得る。 

 

 大半の中小企業は、内部資源や外部資源の制約に悩まされているだろうが、研究開発志向
とイノベーションの潜在能力を無視して全ての中小企業を支援することは非効率であり、
正当化できない。一方で各国政府は、支援政策についてポジティブな成果を確保するため、
政策の対象として勝者を選抜する傾向がある。しかし、これらの対象企業は自前の資源で研
究開発を行い、公的支援なしにイノベーションを達成しているため、このような戦略は非効
率である。従って公共政策においては、各国の経済発展段階の違いや社会的文脈に関わりな
く、敗者を保護する、あるいは勝者を選抜するよりも、挑戦者を応援することを考えるべき
である（Stam 2018）。いかなる国や社会においても、市場の不完全性ゆえに資源へのアクセ
スを確保できていないイノベーションの挑戦者を見出すことができる。 

 

＊中小企業にとって最も決定的な制約は何か？どのような政策介入により、そうした制約を
是正できるか？ 

 

 研究開発およびイノベーションのために、企業は資本、人材、知識を必要としている。こ
れまで、中小企業による研究開発およびイノベーションに対する最も決定的な制約は、内
部・外部の資本（資金）が不足していることだと考えられてきた。従って、公共政策をめぐ
る議論は、公的補助金および税控除を通じた直接的な財務支援に集中してきた。設立から日
の浅い革新的な企業やスタートアップ企業にとっては、情報の非対称性が深刻なため、直接
的な財務支援が重要であるとされてきた。こうした供給サイドの措置に比較して、需要サイ
ドの措置（革新的な製品の公共調達）が効率的なプログラムとして認識されている。 
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 しかし、革新的な中小企業にとっては、先進的な知識へのアクセスが決定的な制約になる
かもしれない。近年の研究は、「ハード」な直接的財務支援よりも、「ソフトな」間接的支援
（大学および他の組織とのマッチング、ネットワーキングを含む）の方が効果的であること
を示唆している（Nishimura and Okamuro 2011）。革新的な中小企業にとっては、外部の知識
を活用しつつ、知的財産権制度を通じて自社のイノベーションを保護することが重要な戦
略である。また、人材の利用可能性も中小企業によるイノベーションにとって非常に重要な
制約だが、本政策提言書では、大学および他の研究機関との協働を通じた、先進的な知識を
有する外部人材へのアクセスに焦点を絞る。 

 

 中小企業による研究開発およびイノベーションの促進のために、様々な政策措置が利用
可能である。例えば、研究開発補助金および税控除（減免）、研究開発のための協働に向け
たネットワーキングおよびマッチング支援、革新的な製品・サービスの公共調達、中小企業
が利用しやすい知的財産権制度などである。また、官民による研究開発投資のバランス・組
み合わせの改善も考慮すべきである。以下、各々の提言について詳細に検討していく。 

 

＊中小企業の研究開発活動に関する公的支援制度の改善 

 

 中小企業による研究開発投資とその成果の不十分さを解消するために、各国政府は中小
企業による研究開発資源へのアクセス改善に取り組んできた（OECD 2015）。従来型の資金
支援政策には、公的補助金や税控除（減免）などがある。前者はモラルハザードやクラウデ
ィングアウトを引き起こし、政策効果を低下させる可能性がある。先行研究は、公的補助金
が中小企業による研究開発投資およびその成果（特許取得など）にポジティブな影響を与え
ることを示唆している（Almus and Czarnitzki 2003; Hyytinen and Toivanen 2005; Koga 2005）。
税控除は、OECD 諸国における 2015年の公的な研究開発支援の半分近くを占めており、2006

年以降、その割合を大きく伸ばしている（OECD 2017:pp.156-157）。税制上のインセンティ
ブは、モラルハザードやクラウディングアウトを引き起こさない点で、理論的には補助金よ
りも優れた制度だが、先行研究によればプラス・マイナス両方の結果が見られ、特に欧州の
パテントボックス税制についてはむしろ負の効果が見られる（付録を参照）。 

 

 こうした支援制度は、エビデンスに立脚し、インセンティブの仕組みを適切に考慮するこ
とにより、中小企業により効果的なものに変えるべきである（Keizer et al. 2002）。近年では
従来型の支援に加えて、研究開発に対する需要サイドの支援と「ソフトな」間接的支援が注
目を集めている。 

 

1. 公的な研究開発支援においてはエビデンスに基づくインセンティブの仕組みの再構築
が欠かせない（Okamuro and Nishimura 2018）。公的支援プログラムは、参加する中小企
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業のインセンティブを高める一方でモラルハザードやフリーライドを防ぐように設計
すべきである（Nishimura and Okamuro 2018）。エージェンシー問題を回避するには、公
的な研究開発支援に関する徹底した監視スキームの設計も重要である（Lerner 2002）。 

 

2. 「ソフトな」間接的研究開発支援（企業・学界・金融機関相互のマッチング、ネットワ
ーキング、コンサルティング、メンタリングなど）は、「ハードな」直接的支援よりも
イノベーションに効果的である可能性がある（Huggins and Johnston 2009; Ortega-Argiles 

et al. 2009; Martin et al. 2011; Nishimura and Okamuro 2011; Suzuki 2017）。科学的なシーズ
と市場のイノベーションニーズをマッチさせる仲介者が特に重要である（Mindura 2013; 

Nagaoka et al. 2014; Banal-Estanol et al. 2017）。 

 

3. 従来型の供給サイドの支援措置（公的補助金など）に加えて、需要サイドの支援措置（革
新的な製品の公共調達）により大きな関心を注ぐべきである。近年の研究では、需要サ
イドの政策の効果が示唆されている（Georghiou et al. 2014; Edler and Yeow 2016）。
Guerzoni and Raiteri（2015）は、他の政策との相互作用を考慮した場合、需要サイドの
政策は供給サイドの政策より効果的な可能性があると指摘している。こうした政策措
置は、選択的支援制度における政府当局の（一般的に）非効率的な運営が中小企業にも
たらす関連コストを生むことなく、選択的な補助金と同様の便益（シグナリング効果な
ど）をもたらす。 

 

 効率的なエビデンス・ベースの政策形成（EBPM）の観点から、中小企業による研究開発
およびイノベーションに向けた上述のような支援プログラム全てを、第三者による継続的
なモニタリングおよび評価の対象とすべきである。研究開発およびイノベーションに対す
る公共政策が実を結ぶまでに時間がかかる可能性があるのは事実である。これらの政策に
は、様々な予期せぬ間接的影響があるかもしれない。第三者による支援政策のモニタリング
および評価を関連の法令に盛り込むことが重要である。 

 

＊中小企業における研究開発投資に向けた官民連携の促進 

 

 研究開発に対する公的支援の効率性には、予算の制約や潜在的な「政府の失敗」のため、
限界がある。民間セクター（銀行やベンチャーキャピタルを含む）は、中小企業による研究
開発およびイノベーションを促進する上で重要な役割を果たすことができる。銀行は中小
企業向け融資を戦略的コア・ビジネスとしてますます認識するようになっている（De la Torre 

et al. 2010）。革新的な中小企業に対するベンチャーキャピタル投資も注目を集めている。し
かし上述のように、不確実性の下では、銀行や投資家からの研究開発資金の調達における情
報の非対称性が深刻である。市場の失敗と政府の失敗という問題の両方を克服するには、以
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下の通り中小企業を対象とした官民連携による研究開発支援をより良いものにしなければ
ならない。 

 

1. 公的・民間機関で中小企業の成長・イノベーションの可能性を評価できる人材を育成す
る（Meuleman et al. 2012; Okamuro and Nishimura 2015; Nishimura et al. 2018）。 

 

2. 投資機会に対するオープン・アクセスを提供するような、投資家・銀行・中小企業のネ
ットワークを構築する（Nishimura and Okamuro 2011）。 

 

3. 官民の資金のマッチング（Kim et al. 2015）や公的なベンチャーキャピタルとのマッチ
ング（Bertoni et al. 2015; Colombo et al. 2016）など、中小企業の機会増大に向けて官民
による投資の連携を促す。 

 

＊潜在的な研究開発パートナー探しの効率の改善 

 

 資源の制約を抱えた革新的な中小企業にとって、他企業、大学、公的研究機関と連携した
研究開発は重要である。それによって研究開発活動に伴うコストとリスクをパートナーと
分担し（Okamuro 2007）、（先進的な知識など）貴重な資源を獲得できる（Nishimura and 

Okamuro 2011）。しかし、規模の大きい企業の方が、他の企業や組織と連携した研究開発に
参加する傾向が強い（NISTEP 2016:p.94 and 99; OECD 2017:pp.134-135）。中小企業の場合、
専門的な研究者に関する情報が不足しているため、共同研究開発に向けた適切なパートナ
ーを探すのが困難になっている可能性がある（NISTEP 2016:p.105）。従って、以下のような
公共政策により、中小企業の研究開発パートナー探しに要するコストを低下させるべきで
ある。 

 

1. 中小企業と他の企業、大学、公的研究機関を結ぶ包括的なデータベースを構築する。 

 

2. 市場のニーズおよび研究開発活動の科学的シーズの情報開示を促し、ネットワーキン
グ仲介者を活用する（Mindruta 2013; Nagaoka et al. 2014; Banal-Estanol et al. 2017）。 

 

3. マッチングイベントを通じてパートナー探しを直接的に支援する（Nishimura and 

Okamuro 2011）。 

 

 政府は、中小企業と研究機関の連携をより積極的に奨励すべきである。ただし、研究開発
の効率的な協働のためには、中小企業側に十分な受容能力があることが欠かせない。 
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＊知的財産権の効率的な保護および活用 

 

 中小企業による外部資源へのアクセス改善に加え、特許、商標、著作権に関する知的財産
権制度も重要である（Olander et al. 2009）。知的財産権制度には、二つの対照的な目的があ
ることが知られている。発明を保護すること（発明者にイノベーションへのインセンティブ
を与えること）、そして新たな知識を普及させること（努力の重複を防ぎ、さらなる発明を
促すこと）である。従って、知的財産権制度は、自らのイノベーションの保護と外部の先進
的な知識の獲得という両面において、中小企業に役立つはずである。知的財産権制度は中小
企業の業績向上の助けとなる（Helmers and Rogers 2011; Farre-Mensa et al. 2016; Nishimura et 

al. 2018）。しかし、一部の国においては知的財産権制度の施行・運用が不十分であり、特に
中小企業にとって不利になっている（Lanjouw and Schankerman 2004）。 

 

 中小企業による知的財産の保護・活用の促進には、中小企業の知的財産に関するリテラシ
ーを高め（Rodwell et al. 2007; Hughes and Mina 2010）、特許出願の敷居を下げる「中小企業
に優しい」知的財産権制度の設計が重要である（Harhoff et al. 2009; Rassenfosse and Jaffe 2017）。
知的財産権訴訟に対して中小企業が自らのイノベーションを守るための特別な支援、例え
ば専門的・法律的な支援の提供が望ましい。また、ほとんどの中小企業にとって、知的財産
権の取得・活用は非常に高コストである（Rodwell et al. 2007）。従って、商標権と著作権を
含む知的財産権データベースへの中小企業のアクセスを改善し容易にすべきである。 
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付録 

 

欧州における税額控除手段としてのパテントボックス税制 

 

 世界各国の政府は、研究開発およびイノベーションを加速させるため、様々な税制上のイ
ンセンティブを与えている。2015 年には、OECD 諸国における政府の研究開発支援全体の
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うち、税制上のインセンティブが半分近くを占めた（OECD 2017:p156）。しかし、税制面で
の支出は、所期の目的を達成する上で非効率であり、負の外部性を引き起こす場合が多い。
従って、その利用は最小限に抑えるべきである。 

 

 欧州では近年、パテントボックス税制が勢いを増している。知的財産を通じて獲得された
企業収入に対するこの種の税制優遇措置を導入する国が増加している。 

 

 しかし、エビデンスから結論は明らかである。パテントボックス税制はコストが高く、各
国政府は通常、特許出願を増加させるために非常に低い実効税率を適用しなくてはならず、
かなりの歳入減少につながっている（Griffith et al. 2014）。また、パテントボックス税制は特
許に対する誘因にはなるが、企業は研究拠点を移転させることなく特許出願先をシフトさ
せるため、研究開発への効果は不透明である（Alstadsaeter et al. 2018）。 

 

 また、パテントボックス税制は経済的な歪みも生じさせている。特許を出願する企業に税
制上の恩恵を与えることは、特許出願につながらない研究開発プロジェクトを、成功してい
ない（Griffith and Miller 2010）、あるいは特許出願が活発に見られないセクターにおける研
究プロジェクトである（Alstadsaeter et al. 2018）との理由で差別することになる。また歴史
の浅い企業や中小企業は、研究開発に必要な資金を確保するための支援を必要としている
可能性が高いが、パテントボックス税制による恩恵のほとんどは大企業（特に多国籍企業）
が手中にしている。なぜなら、世界全体での特許出願の大半は、少数の多国籍企業によって
占められているからである（Hall et al. 2013）。 

 

 税制上のインセンティブ自体が悪いわけではない。ある条件のもとでは、租税補助金は最
もコスト効率の良い政策手段になり得る。［補助を受ける］適格性条件が納税申告のデータ
に直接関連づけられている場合、過剰請求を最小化するよりも受益者数を最大化すること
が重要な場合、あるいは、明確かつ幅広く定義された［研究開発］活動へのインセンティブ
を正味費用の低減によって与えることが政策目標である場合には、これが当てはまる（Toder 

2000）。実際、Dechezlepretre et al.（2016）、Rao（2016）、Thomson（2017）などによれば、研
究開発およびイノベーションに対する他の税制上のインセンティブの方がパテントボック
ス税制よりも効果的であることがわかっている。各国政府が税制上のインセンティブによ
って中小企業による研究開発投資を後押ししようとするならば、その恩恵が対象とするグ
ループに及ぶように、また、多国籍企業など他のセクターに棚ぼた式の利益が生じないよう、
注意深くインセンティブを設計すべきである（Romero-Jordan et al. 2014）。 


